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株式会社K-ブランドオフによる株式会社ライフ＆カンパニーとの 

業務提携（フランチャイズ契約）に関するお知らせ 
 
 

当社子会社である株式会社 K-ブランドオフ（以下、K-ブランドオフ）は、以下のとおり、株式会社バイク王

＆カンパニー（以下、バイク王＆カンパニー）の子会社である株式会社ライフ＆カンパニー（以下、ライフ＆カ

ンパニー）との間で、ブランドリユース事業の運営に関するフランチャイズ契約を締結いたしましたので、お知ら

せいたします。 

 

 

１．  業務提携の理由  

当社は、「リレーユースを思想から文化にする」をビジョンに、人から人へモノをリレーし、良質な価値ある

モノを未来につなげていく取り組みを推進することで、持続可能で豊かな社会の実現を目指しております。

その中で、モノを集める「買取り」を強化し、生活者がモノの循環を身近に感じることができる環境づくりが

最重要課題だと考えており、子会社である K-ブランドオフでは、昨年度より FC 展開による日本国内での

100 店舗体制の早期実現を目指し、2021 年 11 月 19 日に 1 号店を出店して以降、順調に出店を続けて

おります。 

一方、バイク王＆カンパニーは、「まだ世界にない、感動をつくる。」をコーポレートミッションに掲げ、交

通インフラやレジャー、ライフデザインといったバイク事業とのシナジー効果を創出する新規事業への参入

に加え、社会的な課題解決によって社会的責任を果たすことにより、長年愛されるバイクライフを超えたラ

イフデザイン企業となることを目指しており、同社はその実現に向けて子会社ライフ＆カンパニーを設立さ

れました。 

この度、「次世代につなげる価値あるモノの循環促進」という点で両社の考えが一致し、ライフ＆カンパ

ニーとのフランチャイズ契約が実現いたしました。両社が持つノウハウを活用し、より便利で身近なモノの循

環の入り口となる拠点づくりに取り組むことで、「リレーユースを思想から文化にする」ための取り組みを推

進してまいります。 

 

２．業務提携の内容  

フランチャイズ契約の締結により、K-ブランドオフが運営する「BRAND OFF」の買取専門店出店と店舗

運営を行っていただきます。 

買取りしたお品物は、K-ブランドオフが運営する法人向けオークション「 JBA（ジャパンブランドオークショ

ン）」に出品されることで、公正な価格での販売チャネルを提供できるとともに、両社の協力体制が双方の

利益につながるビジネスモデルを実現しております。 



 

 

３．当該子会社の概要  

（１）  名 称  株式会社 K-ブランドオフ 

（２）  所 在 地  石川県金沢市新神田二丁目 5 番 17 号  

（３）  代表者の役職・氏名  代表取締役社長・山内  祐也  

（４）  事 業 内 容  

海外ブランドのバッグ・時計ならびに宝石・貴金属 ・衣料の  

小売 ・買取 ・卸売事業、web 通信販売事業、オークション   

事業、質業  

（５）  資 本 金  1 億円  

 

４．業務提携の相手先の概要  

（１）  名 称  株式会社ライフ＆カンパニー 

（２）  所 在 地  東京都港区海岸三丁目 9 番 15 号  

（３）  代表者の役職・氏名  代表取締役・大谷真樹  

（４）  事 業 内 容  
フランチャイズ及び業務提携による交通インフラ、レジャーおよ

びライフデザインをはじめとした新規事業の開発  

（５）  資 本 金  8,000 万円  

（６）  設 立 年 月 日  2022 年 4 月 12 日  

（７）  大株主及び持株比率  株式会社バイク王＆カンパニー（100％）  

（８）  
上場会社と当該会社  

と の 間 の 関 係  

資 本 関 係  該当事項はありません。 

人 的 関 係  該当事項はありません。 

取 引 関 係  該当事項はありません。 

関連当事者への

該 当 状 況  
該当事項はありません。 

（９）  当該会社の最近３年

間の連結経営成績

及び連結財政状態  

新設会社のため、該当事項はありません。 

 

５．日  程  

（１）  契 約 締 結 日  2022 年 9 月 17 日 (土 ) 

（２）  事 業 開 始 日  2022 年 12 月（予定）  

 

６．今後の見通し 

   本件による 2023 年 3 月期業績に与える影響は軽微であると考えておりますが、今後適時開示が必要と

判断した場合には、速やかに開示いたします。 

 

以  上  


